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（資産の部） （負債の部）

Ⅰ　固定資産 Ⅰ固定負債

1 有形固定資産 資産見返負債

土地 2,173,000,000 2,173,000,000 65,575,358

建物 3,116,620,520 1,289,027,629

　減価償却累計額 △ 998,642,967 2,117,977,553 8

建物附属設備 669,051,103 　資産見返物品受贈額 61

　減価償却累計額 △ 455,212,654 213,838,449 16,336,420 1,370,939,476

構築物 61,034,168

　減価償却累計額 △ 9,210,298 51,823,870 　　固定負債合計 1,370,939,476

機械装置 1,055,666,435

　減価償却累計額 △ 665,356,377 390,310,058 Ⅱ流動負債

工具器具備品 1,231,921,032 預り補助金等 1,350,000,000

　減価償却累計額 △ 1,097,946,069 133,974,963 預り金 1,353,996

車両運搬具 13,433,918 未払金 77,671,888

　減価償却累計額 △ 12,716,222 717,696 未払消費税等 1,223,100

　有形固定資産合計 5,081,642,589

　　流動負債合計 1,430,248,984

2 無形固定資産 2,801,188,460

　 ソフトウェア 631,801 （純資産の部）

電話加入権 18,000 Ⅰ資本金

無形固定資産合計 649,801 地方公共団体出資金 4,969,586,000

　　資本金合計 4,969,586,000

3 投資その他の資産

　 長期前払費用 2,140,118 Ⅱ資本剰余金

投資その他の資産合計 2,140,118 　施設費 68,825,068

　目的積立金 44,823,149

　譲与 59,284,568

　　固定資産合計 5,084,432,508 　その他の資本剰余金 36,000

　損益外固定資産除却額 △ 1,152,054

　損益外減価償却累計額 △ 1,430,031,821

Ⅱ 流動資産 　損益外減損損失累計額 △ 18,000

現金及び預金 174,649,983

未収入金 1,430,477,663 　　資本剰余金合計 △ 1,258,233,090

 貸倒引当金 △ 110,470

前払費用 2,140,118 Ⅲ利益剰余金

　前中期目標等期間繰越積立金 70,488,142

　目的積立金 72,107,966

　　流動資産合計 1,607,157,294 　積立金 4,530,611

　当期未処分利益 31,921,713

　（うち当期総利益） (31,921,713)

　　利益剰余金合計 179,048,432

3,890,401,342

6,691,589,802 6,691,589,802

科　目 科　目

貸　借　対　照　表
（平成３１年３月３１日現在）

（単位：円）

資　産　の　部 負債及び純資産の部

資　産　合　計 負 債 純 資 産 合 計

　資産見返運営費交付金

　資産見返補助金等

　資産見返寄附金

　資産見返目的積立金

負 債 合 計

純 資 産 合 計
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経常費用
業務費

試験研究費 272,382,897
技術支援費 29,449,810
内部管理費 2,433,126
役員人件費 19,870,363
職員人件費 536,696,166
受託研究費 56,494,546 917,326,908

175,786,313

経常費用合計 1,093,113,221

経常収益
運営費交付金収益 781,579,000
手数料収入

依頼試験手数料 22,821,300 22,821,300
使用料収入

電波暗室使用料 17,148,800
機械装置貸出料 15,885,306
会議室使用料 458,643 33,492,749

受託研究収入
国又は地方公共団体 26,266,247
その他の団体 300,000 26,566,247

共同研究収入
その他の団体 4,826,987 4,826,987

受託事業収入
国又は地方公共団体 9,008,155 9,008,155

補助金等収益 26,484,617
資産見返負債戻入

19,982,373
資産見返補助金等戻入 164,914,238
資産見返寄附金戻入 65,680
資産見返目的積立金戻入 9,161,914 194,124,205

9,408

雑収益
財産収入 888,699
その他の雑益 6,100,343 6,989,042

経常収益合計 1,105,901,710

経常利益 12,788,489

当期純利益 12,788,489

目的積立金取崩額 19,133,224

当期総利益 31,921,713

財務収益
受取利息

損　益　計　算　書
（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

（単位：円）

管理運営費

資産見返運営費交付金戻入
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Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 170,528,818

人件費支出 △ 533,797,410

その他の業務支出 △ 177,191,850

運営費交付金収入 801,577,000

依頼試験手数料収入 20,836,550

施設使用等収入 30,268,795

受託研究収入 32,763,906

共同研究収入 4,470,987

受託事業収入 10,099,239

その他収入 6,699,087

補助金等収入 73,579,109

　　　小計 98,776,595

利息及び配当金の受取額 9,408

設立団体納付金の支払額 0

業務活動によるキャッシュ・フロー 98,786,003

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産取得による支出 △ 93,947,040

その他の投資支出 0

固定資産の売却による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 93,947,040

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

0

Ⅳ　資金に係る換算差額 0

Ⅴ　資金増加額 4,838,963

Ⅵ　資金期首残高 169,811,020

Ⅶ　資金期末残高 174,649,983

キャッシュ・フロー計算書

（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

(単位：円）
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 31,921,713

当期総利益 31,921,713

　

Ⅱ　利益処分額

積立金 37,471

31,884,242 31,921,713

利益の処分に関する書類
 

地方独立行政法人法第４０条第３項により設立団体
の長の承認を受けた額

企業支援充実強化並びに組織運営及び施設整備
改善目的積立金
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　（単位：円）

Ⅰ　業務費用

(１) 損益計算書上の費用

　 業務費 917,326,908

管理運営費 175,786,313 1,093,113,221

(２) （控除）自己収入等

手数料収入 △ 22,821,300

使用料収入 △ 33,492,749

受託研究収入 △ 26,566,247

共同研究収入 △ 4,826,987

受託事業収入 △ 9,008,155

資産見返寄附金戻入 △ 65,680

財務収益 △ 9,408

雑収益 △ 6,989,042

貸倒引当金戻入益 0 △ 103,779,568

  業務費用合計 989,333,653

Ⅱ　損益外減価償却相当額 87,414,779

Ⅲ　引当外賞与増加見積額 3,128,779

Ⅳ　（控除）設立団体納付額引当外退職給付増加見積額 △ 4,698,090

Ⅴ　機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又は減額され

た使用料による貸借取引の機会費用 0

地方公共団体出資の機会費用 0 0

Ⅵ 行政サービス実施コスト 1,075,179,121

行政サービス実施コスト計算書
 （平成30年４月１日～平成31年３月３１日） 
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注  記  事  項 
  

Ⅰ 重要な会計方針 

 

１ 運営費交付金収益の計上基準 

   期間進行基準を採用しています。 

   なお、退職一時金については費用進行基準を採用しています。 

    

２ 減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

    定額法を採用しています。 

    耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし、県から承継した固定資産につい

ては見積耐用年数により、受託研究等収入により購入した償却資産については、使用予定期

間を耐用年数としています。なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

     建物        ３～３８年  

     構築物       １０～６０年 

     機械装置      １～１２年  

 工具器具備品    ３～１０年  

 車両運搬具     ４～６年   

    また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第 85）の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しています。 

 （２）無形固定資産 

    定額法を採用しています。 

    なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３年）に基

づいています。 

 

３ 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

  賞与については、運営費交付金により財源措置がなされているため、賞与に係る引当金は計

上していません。 

   なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、地方独立行政法人

会計基準第 24 に基づき当事業年度末の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除

した額を計上しています。 

 

４ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当

金は計上していません。 

   なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政

法人会計基準第 24 に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上

しています。 

 

５ 貸倒引当金の計上基準 

  将来の貸倒れによる損失に備えるため、計上しています。 
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６ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

  該当する事項はありません。 

 

７ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式です。 

 

 

 

Ⅱ 「貸借対照表」注記 

  運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額  386,352,801円 

 

 

 

Ⅲ 「キャッシュ・フロー計算書」注記 

 

 １  資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

    現金及び預金        174,649,983円  

     資金期末残高        174,649,983円  

 

  ２  重要な非資金取引 

    該当する事項はありません。 

 

 

 

Ⅳ 「行政サービス実施コスト計算書」注記 

該当する事項はありません。 

 

 

 

Ⅴ 重要な債務負担行為 

  該当する事項はありません。 

 

 

 

Ⅵ 重要な後発事象 

  該当する事項はありません。 
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Ⅶ 金融商品に関する注記 

 

 １ 金融商品の状況に関する事項 

   当法人は、資金運用については預金に限定しています。 

 

 ２ 金融商品の時価等に関する事項 

   期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

                                     （単位：円） 

 貸借対照表上計上額 時価 差額 

現金及び預金 174,649,983 174,649,983 0 

（注） 金融商品の時価の算定方法 

     現金及び預金は短時間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額を記載しています。 
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,9
94
,0
00

59
,9
94
,0
00

0
0

1,
05
5,
66
6,
43
5

66
5,
35
6,
37
7

95
,1
24
,8
81

39
0,
31
0,
05
8

工
具

器
具

備
品

1,
21
4,
24
3,
59
2

17
,6
77
,4
40

17
,6
77
,4
40

0
0

1,
23
1,
92
1,
03
2
1,
09
7,
94
6,
06
9

66
,8
25
,7
98

13
3,
97
4,
96
3

車
両

運
搬

具
13
,4
33
,9
1
8

0
0

0
0

13
,4
33
,9
18

12
,7
16
,2
22

1,
42
7,
79
1

71
7,
69
6

合
計

8,
23
1,
04
6,
13
6

89
,6
81
,0
40

89
,6
81
,0
40

0
0

8,
32
0,
72
7,
17
6
3,
23
9,
08
4,
58
7

28
1,
28
6,
26
4

5,
08
1,
64
2,
58
9

電
話

加
入

権
18
,0
00

0
0

0
0

18
,0
00

0
0

18
,0
00

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

3,
59
0,
01
0

0
0

0
0

3,
59
0,
01
0

2,
95
8,
20
9

25
2,
72
0

63
1,
80
1

合
計

3,
60
8,
01
0

0
0

0
0

3,
60
8,
01
0

2,
95
8,
20
9

25
2,
72
0

64
9,
80
1

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

当
期
減
少
額

期
末
残
高

減
価
償
却
累
計
額

差
引
当
期
末
残
高

有
形

固
定

資
産

(特
定

償
却

資
産

）

有
形

固
定

資
産

(特
定

償
却

資
産

以
外

）

資
産

の
種

類
勘

定
科

目
期

首
残

高
当
期
取
得
額
①
+②

①
購
入

②
寄
附
等
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